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証券コード 9082
2021 年 ６ 月 11 日

株 主 各 位
東京都江東区猿江二丁目16番31号

大和自動車交通株式会社
代表取締役社長 前 島 忻 治

第１１４期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第１１４期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
新型コロナウイルスの感染リスクを避けるため、株主総会へのご出席を検討されている株主の皆様におかれま

しては、当日までの健康状態にご留意いただき、くれぐれもご無理をなされませぬようお願い申しあげます。
なお、当日のご来場をお控えいただく場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数なが

ら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただ
き2021年６月28日（月曜日）午後５時までに到着するようご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

　

１. 日 時 2021年６月29日（火曜日）午前10時
２. 場 所 東京都墨田区錦糸一丁目２番２号

東武ホテルレバント東京 ４階 「錦」
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３. 目的事項
報告事項 １. 第114期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第114期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役３名選任の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
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◎本招集ご通知に際して提供すべき書面のうち、「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記
表」につきましては、法令および定款第16条の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載しておりますので、
本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。なお、本招集ご通知の提供書面に記載しております連結
計算書類および計算書類は、会計監査人および監査役が会計監査報告および監査報告の作成に際して監査し
た連結計算書類および計算書類の一部であります。
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
あげます。
◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社
ウェブサイトに掲載させていただきます。
◎今後の状況により本株主総会の運営に変更が生じる場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載さ
せていただきます。

当社ウェブサイト https://www.daiwaj.com/

[株主総会における新型コロナウイルス感染防止への対応のお願い]
■株主総会へのご出席を検討されている株主様におかれましては、日ごろの健康状態にご留意いた
だいた上でご出席ください。特にご高齢の株主様や基礎疾患のある株主様、妊娠されている株主
様におかれましては、くれぐれも無理をなさらず、ご出席の見合わせもご検討ください。
■当日、役員及び事務局スタッフはマスクを着用させていただきます。
■ご出席される株主様におかれましては、マスクの着用、会場受付にて検温・アルコール消毒等へ
のご協力をお願いいたします。
■なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数
ですが、そちらのご利用も併せてご検討ください。
以上、時節柄、株主の皆様のご理解とご協力をよろしくお願い申しあげます。

◎総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめご了承いただきますようお願い
申しあげます。
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（提供書面）
事 業 報 告

（2020
2021

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　
１．企業集団の現況
（1）事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大の影響により停滞
していた社会経済活動が再開しつつありましたが、再び新型コロナウイルス感染症が拡大したことにより、
緊急事態宣言の発出やＧｏＴｏトラベルの中止等、回復に向けた動きを停滞させる状況となり、旅客運輸業
においては大幅な減少からの回復について、依然として先行き不透明となっております。
当連結会計年度の連結業績は、主要事業である旅客運送において、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う

外出自粛やテレワークの浸透等で利用客が大幅に減少したことにより、売上高は11,533百万円（前期比
28.0％減）、営業損失は3,544百万円（前期は営業利益63百万円）、経常損失は2,088百万円（前期は経常利
益87百万円）、親会社株主に帰属する当期純損失は1,721百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純利益
635百万円）となりました。
なお、当連結会計年度において、雇用調整助成金1,485百万円を営業外収益に、賃貸ビル（テラス銀座）

の売却等による固定資産売却益524百万円を特別利益に、それぞれ計上いたしました。
また、株式会社丸井自動車の全株式を取得し、第１四半期連結累計期間より連結子会社といたしました。
更に、子会社の大和物産株式会社が、ゴルフ場、ホテル等、全国約130物件の総合メンテナンス業を主に

東京、大阪、福岡で展開する株式会社トータルメンテナンスジャパン（以下「ＴＭＪ」という）の全株式を
取得し、第３四半期連結累計期間より連結子会社といたしました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。
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① 旅客自動車運送部門
タクシー部門では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による利用客の大幅な減少や、2020年４月

16日よりタクシー部門で実施している計画供給調整（稼動タクシー車両台数の減少）の影響により、全タ
クシー子会社７社の売上高は5,111百万円（前年同期比44.6％減）となりました。当連結会計年度におき
ましても、当グループの課題である乗務員不足解消の施策として、積極的な採用活動を展開し、接客やマ
ナーの教育・訓練を十分に施すことで適性のある良い人材を増やしております。また、事前確定運賃サー
ビスや需要予測サービスなど、お客様の利便性向上を図る配車アプリ「S.RIDE」のサービスにも引き続き
注力しており、そのサービス提供の地域を多摩地区にまで拡大させました。前期に導入しました後部座席
タブレット端末やＩＰタブレット端末による電子決済サービスに加え、今期はＱＲコードによる決済サー
ビスも導入いたしました。新たな事業展開といたしましては、規制緩和を受けて有償運送（フードデリバ
リー）許可申請を行い、フードデリバリーサービスを開始いたしました。このサービスに関しましては、
お客様の行動自粛等により、少しずつではありますが受注が伸びております。また、新型コロナウイルス
禍における行動自粛からくるお客様のストレス軽減と旅行ニーズへの施策として、株式会社共立メンテナ
ンスと提携し、同社のリゾートホテル事業「共立リゾート」とタイアップしたタクシー往復送迎付き宿泊
プラン「自宅からリゾート直幸往復便」を2020年６月より開始いたしました。このプランは、自宅玄関
前から宿泊施設までをDoor to Doorで結ぶことで、他者との接触を最小限に抑え、安全・安心かつ癒
し・安らぎを届けるプレミアムな旅をリーズナブルな価格でお客様に提供しており、発売開始以降、一事
業として堅調に推移しております。また、観光・旅行需要のお客様獲得に向け、2020年９月にＧｏＴｏ
トラベル地域共通クーポン取扱事業者申請を行いました。そして引き続き、外国人のお客様対応を目的と
した多言語音声翻訳システム実証実験、交通事業者としてモビリティのサービス化（MaaS）や自動運転
分野の実証実験、需要予測や相乗りタクシーの実証検証へ積極的に参画し、異業種や大学等の学術機関と
の連携を深めることで、新たな移動サービスの提供の実現に努めております。特に自動運転分野に関しま
しては、株式会社日本総合研究所が高齢化社会に向け交通弱者でも地域内外の移動をスムーズにし、地域
内外の商店・企業等と地域をつなげ、住民同士の関わり合いの機会を作ることを目指している「まちなか
自動サービス事業構想コンソーシアム」に当社も参画し、各種サービスの開発に取り組んでおります。輸
送の安全確保面では、前期に引き続き先進安全機能が搭載されたトヨタJPN-TAXI車両の導入を推進し、
追突、接触及び乗降時のドア開閉における事故等の有責事故件数の減少に寄与いたしました。
ハイヤー部門では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、お客様におけるテレワークの浸透で

需要が低下し、売上高は2,347百万円（前期比13.4％減）となりました。経費面では、新規入社乗務員募
集費や採用乗務員研修費等が前期に続き増加いたしましたが、駐車場や事務所賃料の値下げ交渉を行い、
経費支出の圧縮により、利益率の改善・向上に努めてまいりました。営業面では、お客様の新型コロナウ
イルス感染症防止対策として通勤時のハイヤー利用を積極的にセールスした結果、新規顧客を獲得するこ
とができました。福祉輸送部門においては、新型コロナウイルス感染症予防対策として福祉車両に換気の
ためのサイドバイザー（車の窓ガラス上部を覆う樹脂製カバー）装着や飛沫防止カーテンの設置等の実施
に加え、新型コロナウイルス禍における安全な移動手段として通学時の福祉車両利用を積極的にセールス
し、売り上げ増を図りました。また、乗務員不足の課題解決のため、「doda」「イーキャリア」などの求
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人媒体に乗務員インタビューを掲載する等の採用募集を積極的に行うとともに、新人乗務員指導係を増員
し、乗務員未経験者に対する教育体制も更に充実させました。加えてシルバー人材センターへの乗務員求
人登録や運転者職場環境良好度認証（働きやすい職場認証制度）の審査申請も完了しております。
以上の結果、タクシー部門とハイヤー部門等の旅客自動車運送事業売上高は7,458百万円（前期比37.6

％減）、営業損失は3,061百万円（前期は営業損失81百万円）となりました。旅客自動車運送部門の最重
要課題である乗務員確保、高齢化社会の到来に伴い多様化する生活サポート・福祉関連ニーズの高まりに
応えるため、大和グループの総力を挙げ、「安心・安全、おもてなし」の更なる向上に努めてまいります。
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② 不動産部門
不動産事業では、引き続きテナントの要望に沿った施設の改善に努めるとともに、大手仲介不動産会社

や各物件所在の地元不動産会社と継続して積極的な情報交換を実施し、事業収益の増強に取り組んでおり
ます。当連結会計年度におきましては、賃貸ビル（テラス銀座）の売却に加え、新型コロナウイルス感染
症拡大の影響を受け、商業店舗等からの一時的賃貸料の減額等に応じたこともあり、賃貸収入売上が減少
いたしました。また、オフィスビルやマンションのリフォームにも積極的に取り組んだことで費用が発生
したため、利益が減少いたしました。一方で、ＴＭＪを子会社化したことに伴い、ＴＭＪの第４四半期連
結会計期間業績が連結対象となりましたので、売上高は増加しております。
以上の結果、不動産事業の売上高は1,432百万円（前期比53.8％増）、営業利益は296百万円（前期比

48.8％減）となりました。
③ 販売部門

自動車燃料販売部門では、売上高の減少を最小限に抑えるため、既存スタンドにおいて新型コロナウイ
ルス感染症対策用品配布等の販売促進キャンペーンを実施するとともに、より一層のきめ細かいサービス
の提供を推進する等、顧客営業を強化しております。しかしながら新型コロナウイルス感染症拡大の影響
により、外出自粛要請等による自動車燃料の需要が減少していることや、既存スタンドにおいて時短営業
を余儀なくされていること等、厳しい状況が続いておりますが、小売価格の見直し等を行うことで営業利
益の確保に努めてまいりました。
金属製品製造販売部門では、安定的な収益基盤を確立するため、高利益率の見込める特注品等の受注生

産を積極的に展開しております。共同出資企業のベトナム工場の生産高は堅調に推移しておりますが、前
期より続く住宅の建設面積の縮小傾向は止まらず、主力商品である標準階段の生産高が減少しました。
以上の結果、販売事業売上高は2,642百万円（前期比16.1％減）、営業損失は62百万円（前期は営業利

益46百万円）となりました。
　
（2）設備投資及び資金調達の状況

当連結会計年度における主要な設備投資といたしましては、東京都中央区の土地・建物を取得いたしまし
た。なお、設備資金は自己資金及び借入金で調達いたしました。

　
（3）対処すべき課題

当社の中核事業である旅客運送事業を取り巻く環境は、モビリティのサービス化（MaaS）や自動運転分
野の発展を背景に目まぐるしく変化しており、また、ドライバーの不足感も強まってきております。このよ
うな状況のもと、引き続き経営基盤の強化や人材の確保に努めるとともに、新たなビジネスチャンスに積極
的に対応し、中長期的な成長のための基盤を確立するべく、2019年度を初年度とする中期３ヶ年経営計画
「中期経営計画2021」を策定し、現在２年目を迎えております。昨年に引き続き新型コロナウイルス感染症
の影響を受け厳しい状況が続いておりますが、グループの総力を挙げて「安心・安全・おもてなし」と企業
価値の更なる向上に取り組んでまいります。
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（4）財産及び損益の状況
連結

　

区 分 第111期
［2017.４～2018.３］

第112期
［2018.４～2019.３］

第113期
［2019.４～2020.３］

第114期
［2020.４～2021.３］

千円 千円 千円 千円
売 上 高 16,729,215 16,928,694 16,026,943 11,533,786
経常利益又は損失（△） 506,129 360,830 87,456 △2,088,716
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当期純利益又は損失（△） 622,550 244,595 635,148 △1,721,145

１株当たり当期純利益又は損失（△） 150円70銭 59円21銭 152円52銭 △408円46銭
総 資 産 22,147,062 21,946,262 23,035,063 29,449,894
純 資 産 8,082,415 8,262,060 8,858,890 7,325,747
（注）１．１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当

社株式を含めております。
２．2017年10月１日を効力発生日として、普通株式２株を１株とする株式併合を実施しております。

個別
　

区 分 第111期
［2017.４～2018.３］

第112期
［2018.４～2019.３］

第113期
［2019.４～2020.３］

第114期
［2020.４～2021.３］

千円 千円 千円 千円
売 上 高 及 び 営 業 収 益 2,357,037 2,309,560 2,288,672 1,544,220
経常利益又は損失（△） 254,263 177,563 140,653 △1,604,503
当期純利益又は損失（△） 461,482 153,311 172,136 △1,220,830
１株当たり当期純利益又は損失（△） 111円71銭 37円11銭 41円34銭 △289円73銭
総 資 産 17,712,635 17,148,334 17,300,678 22,570,247
純 資 産 7,506,743 7,608,948 7,743,396 6,538,095
（注）１．１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当

社株式を含めております。
２．2017年10月１日を効力発生日として、普通株式２株を１株とする株式併合を実施しております。
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（5）重要な親会社及び子会社の状況
① 重要な親会社の状況
該当事項はありません。

　
② 重要な子会社の状況

　

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 な 事 業 内 容
千円 ％

大 和 物 産 株 式 会 社 30,000 100.0 自動車用燃料等販売業
大 和 自 動 車 株 式 会 社 54,100 100.0 タクシー業
大 和 工 機 株 式 会 社 45,000 100.0 金属製品製造業
大 和 自 動 車 王 子 株 式 会 社 10,000 100.0 タクシー業
株 式 会 社 ス リ ー デ ィ 30,000 100.0 不動産業
大 和 交 通 保 谷 株 式 会 社 10,000 100.0 タクシー業
大 和 自 動 車 交 通 羽 田 株 式 会 社 10,000 100.0 タクシー業
大 和 自 動 車 交 通 江 東 株 式 会 社 10,000 100.0 タクシー業
大 和 自 動 車 交 通 立 川 株 式 会 社 10,000 100.0 タクシー業
大 和 自 動 車 交 通 ハ イ ヤ ー 株 式 会 社 10,000 100.0 ハイヤー業
株 式 会 社 丸 井 自 動 車 10,000 100.0 タクシー業
株式会社トータルメンテナンスジャパン 20,000 100.0 サービス・メンテナンス業
日 本 自 動 車 メ ー タ ー 株 式 会 社 20,000 87.9 自動車用品販売・修理

③ その他
2020年４月１日付で株式会社丸井自動車の株式を取得し、子会社といたしました。
2020年10月28日付で当社の100％子会社である大和物産株式会社は、株式会社トータルメンテナンス
ジャパンの株式を取得し、当社の子会社（孫会社）といたしました。
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（6）主要な事業内容（2021年３月31日現在）
当社の事業は旅客の輸送を主たる目的とする一般乗用旅客自動車運送事業、不動産の売買、賃貸及び仲

介、管理業並びにこれらに附帯する諸事業であります。
　
（7）主要な営業所（2021年３月31日現在）
（a）当社

賃貸ビル
　

ビ ル 名 所 在 地 ビ ル 名 所 在 地
テ ラ ス 日 本 橋 東 京 都 中 央 区 テ ラ ス 猿 江 東 京 都 江 東 区
大 和 銀 座 一 ビ ル 東 京 都 中 央 区 テ ラ ス 亀 戸 東 京 都 江 東 区
十 一 屋 ビ ル 東 京 都 中 央 区 メゾン大島リバーサイド 東 京 都 江 東 区
木 村 ビ ル 東 京 都 中 央 区 メ ゾ ン 大 島 イ ー ス ト 東 京 都 江 東 区
ヤ マ ト ビ ル 東 京 都 中 央 区 名 古 路 木 場 ビ ル 東 京 都 江 東 区
藤 和 東 神 田 ビ ル 東 京 都 千 代 田 区 テ ラ ス 弥 生 町 東 京 都 板 橋 区
ア ル テ ビ ル 東 神 田 Ⅱ 東 京 都 千 代 田 区 テ ラ ス 府 中 東 京 都 府 中 市
ヒ ル サ イ ド ス ク ウ ェ ア 東 京 都 豊 島 区 テ ラ ス 浦 安 千 葉 県 浦 安 市
大 和 王 子 ビ ル 東 京 都 北 区 千 住 ビ ル 東 京 都 足 立 区
　
（b）子会社

　

事業の種類別
セグメントの名称 子 会 社 名 所 在 地

旅 客 自 動 車 運 送 事 業

大 和 自 動 車 株 式 会 社 東 京 都 江 東 区
大 和 自 動 車 王 子 株 式 会 社 東 京 都 北 区
大 和 交 通 保 谷 株 式 会 社 東 京 都 西 東 京 市
大 和 自 動 車 交 通 羽 田 株 式 会 社 東 京 都 大 田 区
大 和 自 動 車 交 通 江 東 株 式 会 社 東 京 都 江 東 区
大 和 自 動 車 交 通 立 川 株 式 会 社 東 京 都 立 川 市
大 和 自 動 車 交 通 ハ イ ヤ ー 株 式 会 社 東 京 都 中 央 区
株 式 会 社 丸 井 自 動 車 東 京 都 足 立 区

不 動 産 事 業
株 式 会 社 ス リ ー デ ィ 東 京 都 中 央 区
株 式 会 社 ト ー タ ル メ ン テ ナ ン ス ジ ャ パ ン 東 京 都 渋 谷 区

販 売 事 業
大 和 物 産 株 式 会 社 東 京 都 江 東 区
大 和 工 機 株 式 会 社 山 梨 県 笛 吹 市
日 本 自 動 車 メ ー タ ー 株 式 会 社 東 京 都 江 東 区
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（8）従業員の状況（2021年３月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

　

事業の種類別セグメントの名称 従業員数 前連結会計年度末比増減
旅客自動車運送事業 2,069名 234名
不動産事業 901名 865名
販売事業 108名 △5名
全社（共通） 129名 △4名

合計 3,207名 1,090名

（注）1.従業員数は就業人員であります。
2.当連結会計年度末において、従業員が前連結会計年度に比べ、1,090名増加しました。主な要因は、株式会社丸井自動車及
び株式会社トータルメンテナンスジャパンが連結子会社になったことによります。

② 当社の従業員の状況
　

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
128名 6名 46.2歳 15.2年

　

（注）従業員数は就業人員であります。
　
（9）主要な借入先の状況（2021年３月31日現在）

　

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 6,082百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,768百万円
株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 1,450百万円
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 1,326百万円
株 式 会 社 り そ な 銀 行 818百万円
株 式 会 社 三 菱 UFJ 銀 行 605百万円
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２．会社の現況
（1）株式の状況（2021年３月31日現在）
① 発行可能株式総数 20,000,000株
② 発行済株式の総数 5,250,000株
③ 株主数 1,064名
④ 大株主

　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
新 倉 文 明 422千株 9.69％
東 都 自 動 車 株 式 会 社 379千株 8.70％
太 陽 生 命 保 険 株 式 会 社 375千株 8.60％
吉 田 満 316千株 7.24％
第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 275千株 6.30％
安 田 一 150千株 3.44％
新 倉 眞 由 美 140千株 3.22％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口） 135千株 3.10％
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 130千株 2.98％
株 式 会 社 白 亜 128千株 2.94％

　

（注）持株比率は自己株式（884千株）を控除して計算しております。なお、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式（135千株）
は、自己株式に含めず計算しております。

　
（2）新株予約権等の状況

該当事項はありません。

（3）当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付された株式の状況
株式の種類及び数 交付された者の人数

取締役(社外取締役を除く) 当社普通株式 20,580株 5名
社外取締役 ー ー
監査役 ー ー
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（4）会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2021年３月31日現在）
地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 社 長 前 島 忻 治 最高業務執行責任者

株式会社スリーディ 代表取締役社長
大和工機株式会社 代表取締役社長

専 務 取 締 役 大 塚 一 基 専務執行役員営業本部長
営業企画、ハイヤー事業、タクシー事業、安全管理担当
大和物産株式会社 代表取締役社長
日本自動車メーター株式会社 代表取締役社長

専 務 取 締 役 齋 藤 康 典 専務執行役員管理本部長
総務・労務、予算管理、経理・財務担当
大和交通保谷株式会社 代表取締役社長

取 締 役 加 藤 雄二郎 執行役員経理部長
経理・財務担当

取 締 役 新 倉 眞由美

取 締 役 田 中 明 夫 日本物産株式会社 代表取締役社長
東洋埠頭株式会社 社外取締役

取 締 役 田 村 泰 朗 ひまわり厚生財団 理事長
太陽生命保険株式会社 取締役専務執行役員
株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス 専務執行役員
株式会社陽栄ホールディング 社外取締役

常 勤 監 査 役 小 林 幸 雄

監 査 役 鐵 義 正 住友林業株式会社 社外監査役

監 査 役 若 槻 治 彦

　

（注）１．取締役 横山輝紀氏及び監査役 大野保明氏は2020年６月26日開催の第113期定時株主総会終結の時をもって退任いた
しました。

２．取締役 田村泰朗氏及び監査役 小林幸雄氏は2020年６月26日開催の第113期定時株主総会において選任され、就任い
たしました。

３．取締役 田中明夫及び田村泰朗の両氏は、社外取締役であります。
４．監査役 鐵義正及び若槻治彦の両氏は、社外監査役であります。
５. 監査役 鐵義正氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。
６. 取締役 田中明夫及び田村泰朗の両氏、監査役 鐵義正及び若槻治彦の両氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員
として指定し、同証券取引所に届け出ております。
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② 責任限定契約の内容の概要
当社は、取締役 新倉眞由美氏、田中明夫氏、田村泰朗氏及び監査役 鐵義正氏、若槻治彦氏との間

で、会社法第423条第１項に関する責任について、会社法第425条第１項の最低責任限度額を限度とし
て、責任限定契約を締結しております。

　
③ 取締役及び監査役の報酬等の総額

役員区分
報酬等の
総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円)
対象となる
役員の員数
(人)基本報酬 業績連動報酬

（金銭報酬）
業績連動報酬
(役員報酬
ＢＩＰ信託)

非金銭報酬等
(譲渡制限付
株式報酬)

取締役
(うち社外取締役)

75
(４)

49
(４)

６
(―)

２
(―)

17
(―)

８
(３)

監査役
(うち社外監査役)

12
(５)

12
(５)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

４
(２)

（注1）取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
（注2）業績連動報酬(金銭報酬)は、取締役に対して支給している賞与であり、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、

達成度を客観的に測定できるという理由から、中期経営計画の売上高及び経常利益等を業績指標とし、各事業年度の達成度及
び、役位、在任年数、社員への賞与支払等の金額を総合的に勘案して決定しております。

(注3) 業績連動報酬(役員報酬ＢＩＰ信託)は、取締役に対して支給している株式報酬であり、中長期的な業績向上と企業価値増大へ
の貢献意識を高めるため、客観的に評価測定できるという理由から経常利益を業績指標とし、各事業年度の業績目標の達成度
及び役位に応じて一定のポイントを付与し、退任時に役員報酬としてポイントの累積値に相当する当社普通株式を交付してお
ります。

(注4) 非金銭報酬等は、取締役に対して支給している譲渡制限付株式報酬であり、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンテ
ィブを付与すると共に、株主と一層の価値共有を進めることを目的としております。譲渡制限付株式付与のための金銭報酬債
権を定時株主総会終了後に報酬として支給し、当社を取り巻く経営環境及び役位に応じて総合的に算出する金銭報酬債権の全
部を現物出資財産として払い込み、当社普通株式の発行または処分を受けます。譲渡制限期間は譲渡制限付株式の交付の日か
ら当社の取締役その他取締役会で定める地位を退任または退職する日までの期間としております。

(注5) 業績連動報酬に係る各指標の目標及び実績は以下のとおりです。
2019年度 2020年度

目標 実績 目標 実績
売上高 17,133百万円 16,026百万円 12,200百万円 11,533百万円
経常利益 376百万円 87百万円 △1,490百万円 △2,088百万円

④ 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
１．取締役の報酬限度額は、2015年６月26日開催の第108期定時株主総会において年額200百万円以内
（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含みません。）と決議いただいております。なお、当該
決議時の取締役は８名(うち社外取締役は１名)です。

２．監査役の報酬限度額は、1995年６月29日開催の第88期定時株主総会において年額21.6百万円以内
と決議いただいております。なお、当該決議時の監査役は３名（うち社外監査役は１名）です。
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３．取締役の業績連動型株式報酬（役員報酬ＢＩＰ信託）は、2016年６月29日開催の第109期定時株主
総会において年額200百万円以内と決議をいただいております。なお、当該決議時の取締役は９名(う
ち社外取締役は２名)です。

４．取締役の譲渡制限付株式報酬は、2020年６月26日開催の第113期定時株主総会において年額50百万
円以内と決議をいただいております。なお、当該決議時の取締役は７名（うち社外取締役は２名）で
す。

⑤ 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
・決定方針の決定方法
当社の取締役会は、社外取締役全員と代表取締役社長で構成する任意の指名・報酬諮問委員会に対して、
当社の取締役の報酬等の原案作成を諮問し、同委員会から答申された内容を踏まえ、2021年２月26日の
取締役会において取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する方針を決議しております。
・決定方針の内容の概要
当社の取締役の個人別の報酬等は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能する
ようにするとともに、株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては、各職責
を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。具体的には、固定報酬としての基本報酬、
業績連動報酬等および非金銭報酬等により構成しますが、監督機能を担う社外取締役については、その職
務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととしております。
・取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、任意の指名・報酬諮問委員会が原案について決定

方針との整合性を含めた多角的な検討を行っているため、取締役会として、その答申を尊重し決定方針に
沿うものであると判断しております。

⑥ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
個人別の報酬額等については、2020年７月15日開催の取締役会において代表取締役社長前島忻治氏に

個人別の報酬等の具体的な内容の決定を委任する旨の決議を行い、代表取締役社長において決定を行って
おります。 代表取締役社長に委任をした理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当領域や職
責を評価し、総合的に役員の報酬額を決定できると判断したためであり、独立社外役員も構成員とする任
意の指名・報酬諮問委員会の審議を経て決定されることから、恣意的な決定はなされず権限が適切に行使
されるための措置が講じられております。

⑦ 社外役員に関する事項
取締役 田中 明夫
ア、重要な兼職先と当社との関係
日本物産株式会社 代表取締役社長(2021年4月 同 取締役会長)
東洋埠頭株式会社 社外取締役
日本物産株式会社と当社は、特別の関係はありません。
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東洋埠頭株式会社と当社は、特別の関係はありません。
イ、主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

ウ、当事業年度における主な活動状況
社外取締役就任後に開催された取締役会は13回中13回すべてに出席し、業務執行の経営陣から独
立した客観的視点より、出席した取締役会の審議に関して、適宜、質問・発言を行っております。
また、上記のほか、当社の経営陣幹部の人事などを審議する指名・報酬諮問委員会の委員の立場か
ら、会社の業績等の評価を人事に反映させるなど、経営陣の監督にも努めております。

取締役 田村 泰朗
ア、重要な兼職先と当社との関係
ひまわり厚生財団 理事長
太陽生命保険株式会社 取締役専務執行役員
株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス 専務執行役員
株式会社陽栄ホールディング 社外取締役

イ、主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

ウ、当事業年度における主な活動状況
社外取締役就任後に開催された取締役会は10回中10回すべてに出席し、業務執行の経営陣から独
立した客観的視点より、出席した取締役会の審議に関して、適宜、質問・発言を行っております。
また、上記のほか、当社の経営陣幹部の人事などを審議する指名・報酬諮問委員会の委員の立場か
ら、会社の業績等の評価を人事に反映させるなど、経営陣の監督にも努めております。

監査役 鐵 義正
ア、重要な兼職先と当社との関係
住友林業株式会社 社外監査役
住友林業株式会社と当社は、特別の関係はありません。

イ、主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

ウ、当事業年度における主な活動状況
取締役会は13回中13回出席、監査役会は７回中７回出席、公認会計士の資格を持ち、業務執行の
経営陣から独立した客観的視点より、出席した取締役会、監査役会の審議に関して、適宜、質問・
発言を行っております。

　
監査役 若槻 治彦
ア、重要な兼職先と当社との関係
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該当事項はありません。
イ、主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

ウ、当事業年度における主な活動状況
取締役会は13回中13回出席、監査役会は７回中７回出席、業務執行の経営陣から独立した客観的
視点より、出席した取締役会、監査役会の審議に関して、適宜、質問・発言を行っております。

⑧ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、取締役、監査役、執行役員全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠

償責任保険契約を保険会社との間で締結しています。保険料は特約部分も含め当社が全額負担しており、被
保険者の実質的な保険料負担はありません。当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に
関して責任を負うこと、または、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害に
ついて填補することとされています。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して
生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。当該保険契約には免責額の定めを設けてお
り、当該免責額までの損害については填補の対象としないこととされています。
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（5）会計監査人の状況
① 名称 EY新日本有限責任監査法人

　
② 報酬等の額

　

支 払 額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33百万円
当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 33百万円

　

（注）１．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、前事業年度の監査計画
と実績の比較、監査時間及び報酬額の推移を確認したうえで、当事業年度の監査予定時間及び報酬額の妥当性等を検討し
た結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明
確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
ます。

　
③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要があると判断した場合は、会計
監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は当該決定に基づき当該議案を株主総会の会議
の目的とすることといたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
た監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、解任の旨及びその理由を報告いたします。

　
④ 責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人EY新日本有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、契約を締結し
ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が規定する額としております。
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（6）業務の適正を確保するための体制
取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の

適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（1）企業行動憲章並びに企業行動基準を制定し、役職員の業務の遂行に係る法令遵守体制を整備するとと

もに、企業倫理の確立を図る。
（2）法令遵守基本規程を制定し、コンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に努めるとともに、役職

員に対して、コンプライアンスの教育・研修を継続的に実施し、周知徹底に努め、役職員における法
令・定款等の違反行為に対しては、規程に基づき厳正に処分する。

（3）法令・定款違反等を未然に防止する体制として、社外の弁護士による内部通報窓口を設置し、実効性
のある内部通報体制を整備する。

（4）法令・定款違反等の行為が発見された場合には、取締役会において状況を把握するとともに、外部専
門家と協力しながら適正に対応する。

（5）市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対して、すべての役職員は毅然とした
態度で臨み、反社会的勢力の排除に全社的に努める。

（6）取締役の職務執行の適法性を確保するための牽制機能を期待し、当社と利害関係を有しない独立社外
取締役を選任する。

　
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
（1）文書管理規程に基づき議事録、稟議書その他取締役の職務の執行に係わる情報を適切に作成、保存

し、管理する。
（2）保存期間は、文書・情報の種類、重要性に応じて規定された期間とする。
（3）取締役及び監査役は、必要に応じて随時これを閲覧することができる。

　
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（1）リスク管理規程を制定し、想定されるリスクに応じた有事に備えるとともに、有事が発生した場合に

は、迅速かつ適切に対応する。
（2）役職員に対してリスク管理に関する教育・研修を継続的に実施する。

　
④ 取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制
（1）執行役員制度を導入し、取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化を図り、その業務執行責任を明

確化する。
（2）職務執行に関する権限及び責任については、業務分掌規程、職務権限規程等を制定し、業務を効率的

に遂行する。
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⑤ 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
（1）「取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制」、「取締役の

職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制」、「損失の危険の管理に関する規程その他の体
制」及び「取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制」の記載事項につい
て、グループとしての管理体制を構築、整備及び運用する。

（2）グループ各社は、事業部門ごとに連携し、当社と情報共有を図る。
（3）当社内部監査については、当社グループ各社に対して定期的に実施する。

　
⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役が、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、必要な員数及び求められる資質につ
いて、取締役会は監査役と協議の上、適任と認められる人員を配置する。

　
⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
（1）監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の指揮命令下で業務を行い、監査役以外からの指揮命令

は受けない。
（2）監査役の職務を補助すべき使用人の任命・人事異動、人事評価及び懲戒等については、監査役の意見

を尊重する。
　
⑧ 監査役のその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
（1）監査役が代表取締役社長や会計監査人と定期的に意見交換をする場を設ける。
（2）内部監査部門は、監査役と定期的に内部監査結果について協議及び意見交換するなどし、情報交換及

び緊密な連携を図る。
（3）監査役の職務を補助すべき使用人の業務が円滑に行われるよう監査環境の整備に協力する。

　
⑨ 取締役及び使用人が当該監査役設置会社の監査役に報告するための体制

取締役及び使用人は、著しい損害を及ぼす虞や事実の発生、法令違反等の不正行為や重大な不当行為、
法令及び規程に定められた事項のほか、監査役から報告を求められた事項について速やかに監査役及び監
査役会に報告する。
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⑩ 子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当該監査役設置会社の監査役
に報告するための体制

（1）子会社の取締役及び使用人は、著しい損害を及ぼす虞や事実の発生、法令違反等の不正行為や重大な
不当行為、法令及び規程に定められた事項のほか、子会社の監査役から報告を求められた事項につい
て速やかに子会社の監査役に報告するとともに、当社の子会社担当部署に報告する。

（2）当社の子会社担当部署は、子会社の取締役及び使用人から著しい損害を及ぼす虞や事実の発生、法令
違反等の不正行為や重大な不当行為、法令及び規程に定められた事項のほか、子会社の監査役から報
告を求められた事項について報告を受けた場合には、速やかに監査役及び監査役会にその内容を報告
する。

　
⑪ 報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

監査役は、報告をした者の人事異動、人事評価及び懲戒等に関して、取締役にその理由の開示を求める
ことができる。

　
⑫ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる
費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払又は支出した費用等の償還、負担した債務の弁済を

請求したときは、その費用等が監査役の職務の執行について生じたものでないことを証明できる場合を除
き、これに応じる。

　
⑬ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（1）監査役は、社内の重要課題等を把握し、必要に応じ意見を述べることができるよう、取締役会その他

の重要会議に出席する機会を確保する。
（2）監査役は、監査の実施に当たり必要と認める場合には、弁護士、公認会計士等の監査業務に関する助

言を受けることができる。
　
（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）
（1）取締役の職務執行

当社は、当事業年度において取締役会を13回開催し、経営の基本方針のほか、経営及びコンプライア
ンスに関する重要事項の決定を行っております。

（2）監査役の職務執行
監査役は、当該事業年度において監査役会を７回開催するとともに、取締役会及びその他の重要な会
議に参加し、法令、定款に反する行為や株主利益を侵害する決定の有無について監査を行っておりま
す。

（3）内部監査の実施
計画に基づき、当社ならびにグループ会社の内部監査を実施しております。

　

2021年05月28日 18時46分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



計
算
書
類
等

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

21

（7）会社の支配に関する基本方針
当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（会社法施行規則第

118条第３号に規定されるものをいい、以下、「基本方針」といいます。）並びに基本方針に照らして不適切
な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み（会社法施行規則
第118条第３号ロ（２））の一つとして、下記の通り、当社株券等の大規模買付行為に関する対応策（以下、
「本プラン」といいます。）を導入しております。

　
なお、当社は本プランの継続につき、2020年６月26日開催の第113期定時株主総会に議案として上程

し、株主の皆様のご承認を得ることができました。
　
「当社株券等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」

　
１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　
当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、

特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の
確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の
大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。
ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることがで

きない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、
当社グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされる
ために必要な情報が十分に提供されないものもありえます。
そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のた

めに、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えています。
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２．基本方針の実現に資する特別な取組み
　
（1）企業価値向上への取組み

　
当社は、経営の基本方針としては、大和の「和」の精神に基づき、顧客満足（CS）を第一とし、事業の効

率化と原価意識を徹底することにより、経営基盤を確立し全従業員の物心両面の幸福を実現するとともに、
社会発展に貢献する、としております。
旅客自動車運送事業におきましては、将来のモビリティのサービス化（MaaS）や自動運転分野の更なる
発展による事業構造の大きな変化の流れに対応して行くため、2019年度を初年度とする中期３ヶ年経営計
画「中期経営計画2021」に取り組んでおります。ハイヤー部門は、新規得意先の開拓に加え、過去の売上
高資料分析から休眠得意先を掘り起こし、積極的に再訪問をすることで顧客基盤の充実・拡大に努めており
ます。福祉輸送部門は、サービスの向上と輸送の効率化等を図るため、児童送迎の配車予約や保護者への車
両到着通知を送信できる福祉児童送迎配車アプリ「togethere」を構築し、港区内の児童送迎車両で運用を
開始しております。タクシー部門は、2019年10月に配車アプリによる事前確定運賃サービスを開始しまし
た。お客様がご乗車される前に目的地までの運賃を確認することで、降車時に利用料金が確定する現在のタ
クシーメーター料金制度に対する不安や日本のタクシーについて不案内な訪日外国人の方の不安解消につな
がり、配車件数の増加に寄与しております。2019年11月からは実車率向上に有効な需要予測システムを全
車両に搭載し、運用を開始しました。タクシー利用者の見込める地域を案内することでタクシー経験の浅い
乗務員に対しても効率的な運転走行が可能となります。更に新たな事業展開として、東京オリンピック・パ
ラリンピック開催により来日する様々な国のお客様をおもてなしするため、多言語音声翻訳システムの実証
実験を11月より開始しました。また、海外事業者との業務提携として、2018年12月からの台湾大車隊との
相互配車アプリサービスに続き、2019年12月から上海大衆グループとの提携により、観光タクシーや空港
送迎タクシーサービスを開始しました。引き続き、交通事業者としてモビリティのサービス化（MaaS）や
自動運転分野の実証実験へ積極的に参画し、異業種との連携を深める中で、新たな移動サービスの提供の実
現に努めてまいります。
不動産事業は、テナントの要望に沿った施設の改善と当社基準の品質管理の徹底に努め、事業収益体制の

増強に取り組んでおります。大手仲介不動産会社や各物件所在の地元不動産会社と継続して積極的な情報交
換を行うことにより、オフィスビル、マンション系ともに高い稼働率を維持しております。
販売事業におきましては、社内経費の節減に努めるとともに、自動車燃料販売部門は、他社スタンドの利
用動向調査をもとに販売促進キャンペーンを実施し、より一層のきめ細かいサービスの提供を推進する等、
顧客営業を強化しております。金属製品製造販売部門は、高利益率の見込める特注品等の受注生産を積極的
に展開し、安定的な収益基盤の確立に努めてまいります。
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以上の諸施策を実施するとともに、環境に配慮した「グリーン経営」を継続し、「環境にやさしい企業」
を目指して更なる安定した景気変動に影響されない経営管理体制を確立していくことで、様々なステークホ
ルダーとの良好な関係を維持・発展させ、当社グループの企業価値ひいては株主共同利益の向上を図ってま
いります。

　
（2）コーポレート・ガバナンスについて

　
当社では、取締役会による戦略指導や経営の監視、監査役会による取締役の監査を中枢に置いたコーポレ

ート・ガバナンスの体制を敷いております。
当社では、取締役会を社外取締役２名を含む取締役７名で構成し、取締役会が経営上の重要事項の意思決

定を行うとともに取締役の職務執行を監督しております。
また、取締役会において決定した業務執行を迅速かつ効率的に実行するために、執行役員制度を導入し、

毎週一度開催される部長会において稟議書等の事前チェックを行い、取締役会及び監査役会へ報告しており
ます。常務会は、業務執行上の重要案件の統制及び監視を行っております。経営委員会は毎週一度開催され
各部門からの報告に基づいて情報を共有し、各事業の進捗状況の確認、業務に関する意思決定、リスクの認
識及び対策についての検討を行い、事業活動に反映しております。
さらに、監査役は、取締役会へ出席し、業務及び財産の状況の確認を通じて、取締役の職務遂行を監査す

るとともに、監査役会は内部監査担当者及び監査法人と緊密な連携を保ち、情報交換を行い、相互の連携を
深め、監査の有効性・効率性を高めております。

　
３．本プランの概要と目的

　
当社取締役会は、当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを明確にし、株主及

び投資家の皆様が適切な判断をするために必要かつ十分な情報及び時間、並びに大規模買付行為を行おうと
する者との交渉の機会を確保するために、本プランを継続することといたしました。
本プランは、当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを策定するとともに、一

定の場合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発生する可能性
があることを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に
資さない当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行うものです。
当社取締役会は、本プランの概要と目的について、合理的かつ妥当な内容であって、基本方針に沿ってお

り、したがって当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、かつ当社役員の地位の維持を目的とするも
のではないと判断しています。
なお、本プランは当社ウェブサイト（アドレスhttps://www.daiwaj.com/）に掲載しております。

以上
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）
　

≪資 産 の 部≫ ≪負 債 の 部≫
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 9,409,180 流 動 負 債 6,342,409
現 金 及 び 預 金 6,488,011 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 333,224
信 託 預 金 783,247 短 期 借 入 金 2,320,000
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 1,208,493 1年内返済予定の長期借入金 1,045,203
商 品 及 び 製 品 73,411 リ ー ス 債 務 578,448
仕 掛 品 28,080 未 払 金 16,110
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 73,477 未 払 費 用 898,649
前 払 金 47,896 未 払 法 人 税 等 39,028
前 払 費 用 288,266 未 払 消 費 税 等 325,628
そ の 他 431,917 前 受 金 429,388
貸 倒 引 当 金 △13,622 賞 与 引 当 金 129,725

固 定 資 産 20,040,714 そ の 他 227,001
有 形 固 定 資 産 18,173,407 固 定 負 債 15,781,737
建 物 及 び 構 築 物 5,197,299 長 期 借 入 金 11,288,433
機 械 器 具 及 び 什 器 備 品 200,523 リ ー ス 債 務 1,176,722
車 両 運 搬 具 5,426 長 期 預 り 金 455,280
土 地 11,293,613 繰 延 税 金 負 債 1,701,391
リ ー ス 資 産 1,476,544 退 職 給 付 に 係 る 負 債 788,276
無 形 固 定 資 産 412,137 資 産 除 去 債 務 244,642
の れ ん 103,561 株 式 報 酬 引 当 金 55,902
顧 客 関 連 資 産 241,071 そ の 他 71,087
ソ フ ト ウ ェ ア 49,981 負 債 合 計 22,124,146
リ ー ス 資 産 1,643 ≪ 純 資 産 の 部 ≫
そ の 他 15,880 株 主 資 本 7,098,356
投 資 そ の 他 の 資 産 1,455,168 資 本 金 525,000
投 資 有 価 証 券 693,983 資 本 剰 余 金 10,732
長 期 貸 付 金 105,814 利 益 剰 余 金 7,647,593
長 期 前 払 費 用 181,737 自 己 株 式 △1,084,969
繰 延 税 金 資 産 61,299 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 182,906
そ の 他 592,600 そ の 他有価証券評価差額金 211,548
貸 倒 引 当 金 △180,265 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △33,888

退 職 給付に係る調整累計額 5,246
非 支 配 株 主 持 分 44,484
純 資 産 合 計 7,325,747

[ 資 産 合 計 ] 29,449,894 [ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 ] 29,449,894
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連 結 損 益 計 算 書

（2020
2021

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売 上 高 11,533,786
売 上 原 価 13,552,767
売 上 総 損 失 （△） △2,018,981

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,525,204
営 業 損 失 （△） △3,544,186

営 業 外 収 益
受 取 利 息 1,521
受 取 配 当 金 40,662
保 険 配 当 金 40,187
受 取 家 賃 35,143
雇 用 調 整 助 成 金 1,485,156
そ の 他 110,785 1,713,457

営 業 外 費 用
支 払 利 息 123,635
支 払 手 数 料 115,000
そ の 他 19,352 257,988
経 常 損 失 （△） △2,088,716

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 524,932
投 資 有 価 証 券 売 却 益 53,417
そ の 他 6,602 584,953

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 1,419
投 資 有 価 証 券 売 却 損 8,171
投 資 有 価 証 券 評 価 損 55,523
そ の 他 355 65,469

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 （△） △1,569,232
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 28,997
法 人 税 等 還 付 税 額 △25,394
法 人 税 等 調 整 額 147,680 151,283
当 期 純 損 失 （△） △1,720,515
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 630
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 （△） △1,721,145
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連結株主資本等変動計算書

（2020
2021

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 525,000 10,732 9,404,456 △1,145,831 8,794,357

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 - - △25,987 - △25,987
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （△） - - △1,721,145 - △1,721,145

自 己 株 式 の 処 分 - - △9,729 60,862 51,132

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （純 額） - - - - -

当 期 変 動 額 合 計 - - △1,756,863 60,862 △1,696,001

当 期 末 残 高 525,000 10,732 7,647,593 △1,084,969 7,098,356

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配
株主持分

純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 57,583 △28,173 △8,730 20,679 43,854 8,858,890

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 - - - - - △25,987
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （△） - - - - - △1,721,145

自 己 株 式 の 処 分 - - - - - 51,132

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （純 額） 153,965 △5,714 13,976 162,227 630 162,857

当 期 変 動 額 合 計 153,965 △5,714 13,976 162,227 630 △1,533,143

当 期 末 残 高 211,548 △33,888 5,246 182,906 44,484 7,325,747
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貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）
≪資 産 の 部≫ ≪負 債 の 部≫
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 6,821,908 流 動 負 債 3,964,515
現 金 及 び 預 金 5,140,418 買 掛 金 58,441
信 託 預 金 783,247 短 期 借 入 金 2,100,000
売 掛 金 109,249 1年内返済予定の長期借入金 576,768
貯 蔵 品 12,567 リ ー ス 債 務 27,703
前 払 金 13,968 未 払 金 45,024
前 払 費 用 77,401 未 払 費 用 283,833
短 期 貸 付 金 43,329 未 払 法 人 税 等 1,868
未 収 入 金 916,641 未 払 消 費 税 等 13,660
そ の 他 294 前 受 金 422,470
貸 倒 引 当 金 △275,210 短 期 預 り 金 42,365

固 定 資 産 15,748,339 関 係 会 社 預 り 金 290,005
有 形 固 定 資 産 13,992,787 前 受 収 益 68,972
建 物 4,221,587 賞 与 引 当 金 33,400
建 物 附 属 設 備 314,410 固 定 負 債 12,067,637
構 築 物 240,384 長 期 借 入 金 9,065,261
機 械 器 具 8,707 リ ー ス 債 務 62,362
車 両 運 搬 具 38 繰 延 税 金 負 債 1,245,717
什 器 備 品 34,876 長 期 預 り 金 371,671
土 地 9,092,500 退 職 給 付 引 当 金 268,504
リ ー ス 資 産 80,280 資 産 除 去 債 務 123,880
無 形 固 定 資 産 48,879 株 式 報 酬 引 当 金 55,902
ソ フ ト ウ ェ ア 39,900 関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 806,277
リ ー ス 資 産 1,643 そ の 他 68,060
そ の 他 7,335 負 債 合 計 16,032,152
投 資 そ の 他 の 資 産 1,706,673 ≪ 純 資 産 の 部 ≫
投 資 有 価 証 券 231,939 株 主 資 本 6,545,777
関 係 会 社 株 式 1,248,711 資 本 金 525,000
差 入 保 証 金 33,203 資 本 剰 余 金 2,491
長 期 貸 付 金 26,595 資 本 準 備 金 2,491
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 14,303 利 益 剰 余 金 7,103,255
そ の 他 250,136 利 益 準 備 金 131,250
貸 倒 引 当 金 △98,216 そ の 他 利 益 剰 余 金 6,972,005

退 職 積 立 金 197,550
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 2,861,920
別 途 積 立 金 1,146,000
繰 越 利 益 剰 余 金 2,766,534

自 己 株 式 △1,084,969
評 価 ・ 換 算 差 額 等 △7,682
その他有価証券評価差額金 26,205
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △33,888
純 資 産 合 計 6,538,095

[ 資 産 合 計 ] 22,570,247 [ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 ] 22,570,247
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損 益 計 算 書

（2020
2021

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売 上 高 1,118,889
営 業 収 益 425,330
売 上 高 及 び 営 業 収 益 1,544,220

売 上 原 価 819,447
営 業 費 用 1,989,661
売 上 原 価 及 び 営 業 費 用 2,809,109
売 上 総 損 失 （△） △1,264,889

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 251,318
営 業 損 失 （△） △1,516,208

営 業 外 収 益
受 取 利 息 1,292
受 取 配 当 金 32,665
保 険 配 当 金 40,187
雇 用 調 整 助 成 金 29,522
そ の 他 30,397 134,065

営 業 外 費 用
支 払 利 息 94,242
支 払 手 数 料 115,000
そ の 他 13,119 222,361
経 常 損 失 （△） △1,604,503

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 512,793
投 資 有 価 証 券 売 却 益 53,417 566,211

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 628
投 資 有 価 証 券 売 却 損 8,171
投 資 有 価 証 券 評 価 損 49,999
関 係 会 社 株 式 評 価 損 16,993 75,792

税 引 前 当 期 純 損 失 （△） △1,114,085
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 978
法 人 税 等 調 整 額 105,766 106,745
当 期 純 損 失 （△） △1,220,830
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株主資本等変動計算書

（2020
2021

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資本金

資本
剰余金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資本

準備金
利益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
退職
積立金

固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 525,000 2,491 131,250 197,550 2,900,328 1,146,000 3,984,674 △1,145,831 7,741,462
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 - - - - - - △25,987 - △25,987
自己株式の処分 - - - - - - △9,729 60,862 51,132

当期純損失（△） - - - - - - △
1,220,830 - △

1,220,830
固定資産圧縮積立金の取崩 - - - - △38,408 - 38,408 - -
株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

- - - - - - - - -

当 期 変 動 額 合 計 - - - - △38,408 - △
1,218,139 60,862 △

1,195,685
当 期 末 残 高 525,000 2,491 131,250 197,550 2,861,920 1,146,000 2,766,534 △1,084,969 6,545,777
　

評価・換算差額等
純 資 産 合 計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 30,107 △28,173 1,933 7,743,396
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 - - - △25,987

自己株式の処分 - - - 51,132
当期純損失（△） - - - △1,220,830
固定資産圧縮積立金の取崩 - - - -
株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

△3,902 △5,714 △9,616 △9,616

当 期 変 動 額 合 計 △3,902 △5,714 △9,616 △1,205,301
当 期 末 残 高 26,205 △33,888 △7,682 6,538,095
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2021 年 ５ 月 26 日
大和自動車交通株式会社
取 締 役 会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松 尾 浩 明 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 吉 岡 昌 樹 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、大和自動車交通株式会社の2020年４月１日か

ら2021年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、大和自動車交通株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2021 年 ５ 月 26 日
大和自動車交通株式会社
取 締 役 会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松 尾 浩 明 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 吉 岡 昌 樹 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、大和自動車交通株式会社の２０２０年４

月１日から２０２１年３月３１日までの第１１４期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について
監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
　

監 査 報 告 書
当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第114期事業年度の取締役の職務の執行に

関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い
たします。
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め
るとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みに
ついては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本
方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則
第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損
なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021 年 ５ 月 27 日

大和自動車交通株式会社 監査役会
常 勤 監 査 役 小 林 幸 雄 ㊞
監 査 役 鐵 義 正 ㊞
監 査 役 若 槻 治 彦 ㊞

（注）監査役鐵義正、若槻治彦両氏は会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であり
ます。

　
以 上
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株主総会参考書類
　
議案及び参考事項
第１号議案 剰余金処分の件
剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
第114期の期末配当につきましては、当事業年度の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたしまして以
下のとおりといたしたいと存じます。
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金２円００銭といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は、８，７３０，２３８円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2021年６月３０日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役３名選任の件
取締役前島忻治氏、加藤雄二郎氏、田中明夫氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまし

ては、取締役３名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

　

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

１ 前
まえ
島
じま
忻治
き ん や

（1946年１月２日生）

1969年４月 株式会社太陽銀行（現株式会社三井住友銀行）入行
1995年11月 当社入社
1997年６月 当社取締役 関連事業部長
2001年６月 当社取締役 総務部長
2005年６月 当社常務取締役 総務部長
2007年６月 当社専務取締役
2009年５月 当社専務取締役 営業本部長
2014年４月 当社専務取締役 営業担当
2015年６月 当社代表取締役社長 最高業務執行責任者

（現在に至る）
［重要な兼職の状況］
株式会社スリーディ 代表取締役社長
大和工機株式会社 代表取締役社長

25,000株

２ 加
か と う
藤 雄二郎

ゆう じ ろう

（1962年10月17日生）

1983年４月 当社入社
2004年６月 当社財務課課長
2008年８月 当社経理部次長兼内部統制室長
2009年５月 当社執行役員経理部長兼内部統制室長
2015年６月 当社取締役 執行役員経理部長

経理、財務担当
(現在に至る）

5,500株

３ 田
た な か
中 明夫

あ き お

（1956年７月14日生）

1979年４月 第一生命保険相互会社入社
2008年４月 同社執行役員西日本営業本部長兼九州営業局長
2010年４月 第一生命保険株式会社執行役員西日本営業本部長兼九州営業局

長
2012年４月 同社常務執行役員西日本営業本部長兼西日本営業局長
2013年４月 同社常務執行役員名古屋総局長
2015年４月 同社常務執行役員中部総局長
2018年４月 日本物産株式会社代表取締役社長
2019年６月 東洋埠頭株式会社社外取締役（現任）
2019年６月 当社社外取締役（現任）
2021年４月 日本物産株式会社取締役会長

（現在に至る）
［重要な兼職の状況］
日本物産株式会社 取締役会長
東洋埠頭株式会社 社外取締役

0株
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（注）１．各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２．候補者前島忻治氏は、金融機関勤務の経験から、財務金融面等に関する知見を有しており、当社において関連事業部長、総

務部長、営業本部長を歴任し、また現在、当社において代表取締役社長を務め、経営に関しても豊富な経験・知見を有して
いることから、取締役として選任をお願いするものであります。

３．候補者加藤雄二郎氏は、当社において経理部を中心に豊富な経験を有しており、また現在、取締役経理部長を務め、経営に
関しても豊富な経験・知見を有していることから、取締役として選任をお願いするものであります。

４．候補者田中明夫氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は、田中明夫氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役
員として指定し、引き続き同証券取引所に届け出る予定であります。

５．田中明夫氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割は、企業経営等の豊富な知識・経験等を当社の経営に活か
し、当社の経営全般に対する監督及びチェック機能を発揮していただくことにより、当社取締役会の機能強化が期待される
ことから、引き続き社外取締役候補者としました。なお、同氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって
２年となります。

６．田中明夫氏は当社又は当社の子会社の業務執行者又は役員であったことはありません。
７．田中明夫氏の選任が承認された場合は、当社は同氏との間で、会社法第423条第１項に関する責任について、会社法第425

条第１項の最低責任限度額を限度として、責任限定契約を継続する予定であります。
８．田中明夫氏は当社の親会社等ではなく、また過去10年間に当社の親会社等であったこともありません。
10. 田中明夫氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員ではなく、また過去10年間に当社の特定関係事業者の業務
執行者若しくは役員であったこともありません。

10. 田中明夫氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、また過去２年間に受けて
いたこともありません。

11. 田中明夫氏は、当社の親会社等、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、三親等以内の親族その他
これに準ずるものではありません。

12. 田中明夫氏は、2021年４月、日本物産株式会社取締役会長に就任しております。
13. 当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、当該保険により被保険者
がその地位に基づいて行った行為に起因して、保険期間中に被保険者に対して損害賠償請求がされた場合の法律上の損害賠
償金及び争訟費用を填補することとしています。本議案でお諮りする取締役候補者前島忻治氏、加藤雄二郎氏、田中明夫氏
については、すでに当該保険契約の被保険者となっており、選任後も引き続き被保険者となり、当社は、当該保険契約を任
期途中に同様の内容で更新することを予定しております。なお、当該契約の概要等は事業報告16頁をご参照ください。
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第３号議案 補欠監査役１名選任の件
法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選任をお願いしたいと存じ

ます。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は次のとおりであります。

　

氏 名
（生 年 月 日）

略歴及び当社における地位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

大
おおたけ
竹 栄

さかえ

（1961年８月１日生）

1985年10月 監査法人第一監査事務所（現EY新日本有限責任監査法人）入所
1998年５月 センチュリー監査法人（現EY新日本有限責任監査法人）社員
2001年７月 新日本監査法人（現EY新日本有限責任監査法人）代表社員
2010年10月 新日本有限責任監査法人（現EY新日本有限責任監査法人）沖縄事務所所長
2017年６月 新日本有限責任監査法人（現EY新日本有限責任監査法人） 退職
2017年７月 大竹会計事務所 開業
2019年４月 千葉地方最低賃金審議会委員
2019年７月 一般財団法人東京学校支援機構 監事

（現在に至る）

0株

（注）１．候補者大竹栄氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２．大竹栄氏は、補欠の社外監査役候補者であります。なお、大竹栄氏が監査役に就任された場合、当社は同氏を東京証券取引
所の定めに基づく独立役員として指定し、同証券取引所に届け出る予定であります。

３．大竹栄氏につきましては、同氏が公認会計士としてこれまで培ってきました財務及び会計に関する知識・見識を当社監査体
制の強化に活かして頂きたいため補欠の社外監査役として選任をお願いするものであります。

４．大竹栄氏は直接会社経営に関与されたことはありませんが、公認会計士として会社財務・法務に精通されており会社経営を
統括する充分な見識を有しておられることから、社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しておりま
す。

５．大竹栄氏は当社又は当社の子会社の業務執行者又は役員であったことはありません。
６．大竹栄氏は当社の親会社等ではなく、また過去10年間に当社の親会社等であったこともありません。
７．大竹栄氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員ではなく、また過去10年間に当社の特定関係事業者の業務執
行者若しくは役員であったこともありません。

８．大竹栄氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、また過去２年間に受けてい
たこともありません。

９．大竹栄氏は、当社の親会社等、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、三親等以内の親族その他こ
れに準ずるものではありません。

10. 大竹栄氏が就任された場合は、当社は同氏との間で、会社法第423条第１項に関する責任について、会社法第425条第１項
の最低責任限度額を限度として、責任限定契約を締結する予定であります。

11. 大竹栄氏は、現在、当社の補欠監査役であります。当社は、取締役、監査役、執行役員全員を被保険者とする会社法第430
条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。よって、同氏が監査役に就任した
場合、同氏は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。なお、当該契約の概要等は事業報告16頁をご参照くだ
さい。

以 上
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図
　

会 場 東京都墨田区錦糸一丁目２番２号
東武ホテルレバント東京 ４階 「錦」

電 話 03（5611）5511
　

　
最 寄 駅
ＪＲ総武線 錦糸町駅北口ロータリーを出て北斎通りを両国方面へ徒歩３分。
東京メトロ半蔵門線 錦糸町駅３番出口より北斎通りを両国方面へ徒歩３分。

　 ◎総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめご了承いただきます
ようお願い申しあげます。
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